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整理番号 ７２-１-１ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 鳴門教育大学 学部・研究科等名 学校教育学部 

 
１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 
分析項目Ⅰ 教育の実施体制   
 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 教育内容，教育方法の改善に向けて取り組む体制 
 
 本学における教育組織及び教員組織の見直しを検討し，平成 20 年度に組織等の改編を実施した。従

来の講座制を改廃し，新たな教員組織として専門領域に応じた４つの教育部（基礎・臨床系，人文・社

会系，自然・生活系，芸術・健康系）を設置することで，多様な教育研究活動を柔軟かつ機能的に展開

しうる体制を整備した。また，平成 22 年度に向けてセンター再編を検討し，教育内容，教育方法の改

善に向けて取り組む体制を，平成 21 年度中に全学的に整えた。とりわけ，小学校英語教育センターや

予防教育科学教育研究センターの創設は，改善の観点からの顕著な変化である。 
 平成 17 年度に，全国の教員養成系大学に先駆けて３年間の時限的措置として設置した小学校英語教

育センターにおいては，学校教育のニーズに応えるべく平成 20 年度より本学独自の予算措置により事

業を積極的に展開し，平成 23 年度から小学校において実施される外国語活動の英語に焦点を絞り，指

導法・カリキュラム・教材の開発研究に取り組んだ。センター所属教員による授業支援や教員研修のた

めの学校訪問（平成 20年度 76件，平成 21年度 78件）に学生が参加し，現場での英語指導の参与観察

や現職教員との意見交換を行うことで学校現場理解を深めている。また，平成 20 年度に，文部科学省

教科専門官や学校種ごとに先端的研究を行う研究者を迎え，小学校英語シンポジウムとして「新学習指

導要領からみる日本の英語教育の将来」(平成 21年２月 28日)を鳴門教育大学にて開催した。学生はシ

ンポジウムへの運営及び参加を通して，新学習指導要領への知見及び外国語活動の理解・関心を深めた

結果，「初等英語」（教養基礎科目）が３人(平成 20 年度)から 17 人（平成 21 年度），「初等英語科教育

論」（教養基礎科目）が７人(平成 20年度)から 18人（平成 21年度）へと受講者数が飛躍的に増加する

など，教職に対する意識の変化が現れた。さらに，小学校における外国語活動を取り巻く状況の変化を

踏まえ，より理論面・実践面から外国語活動の趣旨を反映すべく，授業計画等を充実させるとともに，

さらなる専門性を育成するため「初等英語」を専修専門科目の中の専門科目に，また「初等英語科教育

論」を教職共通科目として位置づけを改め，平成 22 年度から開講する体制を整えた（資料学１－１参

照）。 
 また，子どもの学校への適応や心身の健康を予防的に維持，向上させるため，学校で行う予防教育に

関する諸プログラムを開発・展開させる研究・教育組織として，平成 21 年１月，予防教育科学教育研

究センターを設置（兼任教員６人）した。平成 23 年度の授業の開講（授業名として「予防教育科学と

学校教育」を予定）を目指し，平成 21年度に授業の実施体制を検討し，平成 22年度の年度計画にこれ

を明記した。 
また，FD 検討専門部会については，全学的に教職員の質的向上を図るため，平成 21 年度から教職員

が協働する FD・SD委員会へと統合するなど，教育及びその支援体制を改編した。 

資料学１－１「授業科目の区分」 
 
教養基礎科目 
 高等学校までの学習で獲得した知識，大学で修得する知識を 
関連づけ，統合して，現代社会の諸問題に向き合うことができる 
ようにするための，学問横断的な科目を中心とした「現代社会 
の諸問題」領域と，心身の健康の獲得及び自己表現力とコミュ 
ニケーション能力の習得を目的とした「身体運動・表現コミュニ 
ケーション」領域の２領域において，授業科目を開設する。 
 
 

 
 
専修専門科目 
 学生の専修・教育コースに応じて，それぞれの分野での指導能力を
高め，自分の得意分野を確立し，教育実践・教育研究を進めていく能
力と態度を培うための授業科目を開設する。 
 
教職共通科目 
 教職に関する専門科目で，学校教育の理論的・実践的分野に関わる
科目を含み，特に子どものふれあいを重視するための授業科目とし
て，実地教育を開設する。 

（出典：「履修の手引き」） 

変更



整理番号 ７２-１-２ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 鳴門教育大学 学部・研究科等名 学校教育学部 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 
分析項目Ⅴ 進路・就職の状況   
 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 卒業

後の進路の状況 
学校教育学部卒業生の教員就職

率は，平成 20年度は 65.5％，平成

21 年度は 77.4％（５月１日現在）

であった（資料学５－１参照）。 
法人化後，暫定評価段階での過去

４年間の平均教員就職率は 64％で

あることから，平成 21 年度の実績

はそれを大きく上回り，顕著な変化

であると判断できる。なお，平成 19
年度及び平成 20年度の就職状況は，

国立教員養成大学中第５位であっ

た。 
この理由としては，教育実践を重

視した「教員養成コア・カリキュラ

ム」による教育効果や，教員就職支援チーフアドバイザーによる，きめ細かな教採対策ガイダンス等の

就職支援などがあげられる。 
  

○顕著な変化のあった観点名 関係者からの評価 
 平成 22年３月卒業生を対象に実施したアンケート結果では，「総合的に判断して，社会に出て，本

学の教育内容が役立つと思うか」との問いに対し，「思う」，「どちらかといえば思う」の肯定的意見が

約 79.3％と，平成 20年３月実施の同アンケー

ト結果の約 58％を，大きく上回った（資料学

５－２参照）。 
 また，平成 21年８月に実施した，徳島県下

の教育委員会教育長及び公立学校長を対象と

したアンケート調査の結果，本学学校教育学部

卒業生に対して「総合的に評価して，教員とし

て満足できる」との設問に対し，「そう思う」，

「どちらかといえばそう思う」の肯定的意見が

80.5％（平成 16 年度 76.2％，平成 19 年度

81.2％）と，依然高い状況を維持している。 
 この理由としては，平成 17年度から適用を

開始し，平成 20 年度に完成年度を迎えた，教

育実践を重視した「教員養成コア・カリキュラ

ム」の効果等によるものと判断できる。 

資料学５－１「学校教育学部卒業者の進路状況」 

（出典：就職支援室資料） 

資料学５－２「教育に関するアンケート」（抜粋） 

 

 
（出典：「鳴門教育大学の教育等に関するアンケート」） 



 
整理番号 ７２-１-３ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 鳴門教育大学 学部・研究科等名 学校教育学部 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 
質の向上度の事例名 事例１「コア・カリキュラムの実施による教育実践力の向上」（分析項目Ⅱ・Ⅲ・Ⅴ）   
 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 平成 17年度から実施した教育実践学を中核とする教員養成コア・カリキュラムが，平成 20年度に完

成年度を迎えた。 
毎年３月に実施している「鳴門教育大学の教育等に関するアンケート」において，コア・カリキュラ

ム適用以前の学生に対するアンケート（平成 20 年３月）では，設問「社会に出て本学の教育内容が役

立つと思うか」に対し，「思う」18.3％，「どちらかといえば思う」40.4％であり，肯定的な回答をした

学生は約 58.7％であった。他方，コア・カリキュラム適用後の学生に対するアンケート（平成 22年３

月）における同設問では，「思う」23.4％，「どちらかといえば思う」55.9％となり，肯定的な回答が約

79.3％と大幅に増加した。また，設問「教員に求められる資質が身についたか」では，15項目中 12項
目で「身についた」と回答した学生の比率が高まった。特に「協調性」，「コミュニケーション能力・折

衝能力」，「精神的強さ」の項目で比率が向上した（資料質６－１参照）。これらのことより，在学中にコア・

カリキュラムを履修した学生は理論知と実践知を有機的に統合して，教育実践に役立つ有益な知識を得

ることができたといえる。 
また，徳島県下の教育委員会教育長及び公立学校長を対象としたアンケート（平成 19年 10月，平成

21 年８月）結果の比較では，本学の卒業生が教員として満足できるか否かを問う設問において，15 項

目のすべての項目で「現状の教育レベルでよい」とする回答の比率が高まった。特に「精神的強さ」，「幅

広く豊かな教養」の項目で比率が向上した。一方，「重点的に伸ばして欲しい」という要望が出された

比率は，15 項目のすべての項目で減少した。特に,「教材研究開発能力」，「強い責任感」，「リーダーシ

ップ・実行力」の項目で比率の減少が顕著であり，その他「専門領域における知識」，「授業方法能力」，

「コミュニケーション能力・折衝能力」においても比率の減少が認められた。従って，コア・カリキュ

ラムを通じて涵養された学生の教育実践力が，現場の管理者によって認められたと判断できる。 
さらに，このカリキュラムを履修し，平成 20年度及び平成 21年度に卒業した学生については，教員

就職者に占める正規合格者

の割合が，それぞれ 62.2％，

61.8％と６割を超え，平成

16～19 年度卒業生の平均

54.7％を上回る高い水準を

示した（資料学５－１参照）。 
これは，学部４年間に本カ

リキュラムを通して培われ

た，教育実践力の向上と，教

職への意識高揚，学校現場へ

の理解が，教員採用試験にお

いても高く評価された結果

であると判断できる。 
 

資料質６－１ 「教育等に関するアンケート（具体的な成果として：抜粋）」 

 
（出典：「教育等に関するアンケート」） 



 
整理番号 ７２－１－４ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 鳴門教育大学 学部・研究科等名 学校教育学部 

 
 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 
質の向上度の事例名 事例２「学生への指導体制の充実・改善による教員就職率の向上」（分析項目Ⅴ） 
 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 
学校教育学部卒業生の進路・進学の状況につい

ては，平成 16年度の法人化後，第１期中期目標・

中期計画に教員就職率の向上（数値目標を 60％）

を掲げ，全学的に取り組んできた。特に，平成

16年 10月から教員採用試験ならびに就職支援を

主業務とする教員として，教員就職支援チーフア

ドバイザー（以下，「アドバイザー」）を採用した。 
アドバイザーは，その職務内容上，授業は担当

せず就職支援活動に専従した。主な業務は，これ

までの就職支援のほか，就職相談，就職ガイダン

ス（資料質７－１参照）の実施及びマネジメントで

あり，教員採用試験対策にとどまらず，社会の一

員としてのモラル教育をはじめ，公務員・一般企

業への就職活動支援など広域にわたる。 
アドバイザーの常駐により，就職支援室の学生

利用者数が増加し，同時に就職ガイダンス内容の

充実とともに受講者も倍増した。また，ガイダン

ス受講者の

増加に伴い，

専任教員も

面接や小論

文の指導に

加わり，模

擬授業など

の実践的指

導力向上に

努めた。本制度が導入された平成 16年度入学の学部学生が卒

業した平成 20年度の教員就職率は 65.5％（進学者除：81.3％）

に，平成 21年には 77.39％（進学者除：82.4％）に達し，教

員採用率が国立の教員養成大学中，２年連続で第５位となっ

た（資料学５－１，資料質７－２参照）。 
 

 

資料質７－１ 「平成 20−21年度就職支援ガイダンス内容」 

(出典：就職支援室資料)

資料質７－２ 「就職支援利用者と教員就職率」 

 
(出典：就職支援室資料） 



 
整理番号 ７２-２-１ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 鳴門教育大学 学部・研究科等名 学校教育研究科 

 
１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 
分析項目Ⅱ 教育内容   
 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 教育課程の編成 
 平成 20年度の教職大学院（専門職学位課程）設

置を機に，学校教育の現状と課題を分析し，本学

における教員養成のあり方を検討した上で，大学

院において養成すべき教員像を明確化した。その

結果，既設大学院修士課程については，目的を「各

教科等の領域において高度な専門的知識を修得し，

一定の領域における専門性に立脚して優れた教育

実践を展開できる教員を養成する」ことに改め，

コア・カリキュラムの理念を基盤とした教育課程

を構築し，教育実践を重視した授業科目に改編し

た。このことは，平成 19 年度専門職 GPとして採択された「教育の専門職養成のためのコア・カリキ

ュラム－地域との連携を通して院生の授業力向上をはかる大学院改革－」による研究成果（URL：
http://www.naruto-u.ac.jp/gp/senmon/index.html）に基づくものである。 

新カリキュラムでは，「教職共通科目」（教職の理論）と，「専門科目」（教育内容領域の理論）に基

づき展開される，応用・実践的（臨床的）

な内容の「応用実践科目」をカリキュラム

の柱として，それぞれ位置づけた。さらに

「課題研究」は，これらの学習を統合して，

優れた教育実践を展開できる教員としての

高い専門性を育成するための科目として設

定している（資料院２－１参照）。  
 また，平成 20年度から長期履修学生（大

学院に３カ年在学し，教育職員免許状の取

得と修士の学位取得を目指す）に対する修

学支援の充実を図る目的で，教職キャリア

開発支援オフィス（KC オフィス〔現 長期

履修学生支援オフィス〕）を設置し，１年次

は KC オフィスで免許状取得に必要な修学

指導を実施し，２年次以降に大学院の各専攻・コースに修学指導・研究指導を引き継ぐシステムを制

度化した。KCオフィスにおいては，10人程度を上限とする少人数のホームルーム（HR）を編成し，苦

手科目の克服をはじめ学習面・生活面でのきめ細かい指導を行った。また，多様なキャリアを持つ長

期履修学生に対し，教職キャリア開発支援講座〔現 長期履修学生支援講座〕，同演習〔現 長期履修

学生支援演習〕を実施し，必須学力の向上及び，必要な教職の基礎知識について，修得指導を行った（資

料院２－２参照）。 
 その成果は，長期履修学生の高い教員就職率からも判断できる（平成 20年度：90.7％，平成 21年
度 79.6％）。 

資料院２－１ 「授業科目の区分と内容」 

 
（出典：「平成 20 年度入学者用履修の手引（修士課程）」抜粋）

資料院２－２「長期履修学生支援オフィスの支援」 
ホームルーム 
 本オフィスでは，みなさんの意見を聞き，きめ細かい指導を行うことができるよ

う，ホームルームを編成しています。ホームルームは，ホームルーム担任と，みな

さんの情報交換の場としています。 
 なお，ホームルームは，１年次の間のみとし，２年次からは，大学院の各専攻・

コースの指導教員が修学指導等を行います。 
 
長期履修学生支援講座 
 いろいろな大学で多種の専攻課程を履修した長期履修学生が，一日も早く教職へ

の道を歩むことができるようにとの配慮から開設した講座です。初年度の前期に実

施していますが，その前半は主として教職概論の講義を行い，後半は，教員になる

ための必須学力を向上させるため苦手教科の確認を行います。 
 
長期履修学生支援演習 
 教職をめざす者にとって不可欠の教養を身につけるために１年次後期に実施す

る自由選択のゼミです。前期に確認した各自の苦手教科を選んで小グループで基礎

学力の向上を図ります。 

（出典：ウェブページ「長期履修学生支援オフィスとは」抜粋） 



 
整理番号 ７２-２-２ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 鳴門教育大学 学部・研究科等名 学校教育研究科 

 
１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

 
分析項目Ⅲ 教育方法 
 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

○顕著な変化のあった観点名 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 
専門職 GPの成果を基に，平成 20年度入学生より，コア・カリキュラムの概念に立脚した授業区

分を設けた（資料院２－１参照）。従来のものと大きく

異なる点は応用実践科目として「教育実践フィールド研

究」を導入したことである。この授業の目的は，課題解

決につながる教育目標を構想し，授業を通してそれを実

現できる能力を養うことである。県内外の小中高等学校

から公募した課題の解決目標の設定を１年次で行うこ

とから始まり，専門的知識を活かした解決方策を練るこ

とへと続く。２年次には，その方策を数時間の授業計画

にまとめ，その実践を試みる。一連の活動において，少

人数によるグループ討議を絶えず行い，実践した授業の

効果を検証し，成果を確定する。ここでは，現職派遣院

生と学部卒院生，１年次生と２年次生，専攻が異なる院

生等，キャリアを異にする者が共に議論を展開している。

これは，既存の学年横断的なものではなく，学年・専攻・

領域縦断的な授業として複数年で履修する新たな授業

形態を意味している。平成 20年度及び 21年度の採択課

題件数はそれぞれ 35 件，39 件であり，資料院３－1 に

示した課題例からも，学校現場からの期待と大学院生へ

の教育方法が適合した授業と判断できる。 

○顕著な変化のあった観点名 主体的な学習を促す取組 

「教育実践フィールド研究」の運営にあたっての運営

委員会を設置し，コア・カリキュラムの策定，研究グル

ープの組織作り，専門性を活かした授業実践の指導を行

った（資料院３－２参照）。これにより，授業における

問題点の発掘，院生間での課題の共有，課題解決の過程

の追跡が容易になった。さらに，各課題に関して県内外

の学校との共同研究がなされ，院生が考案した課題解決

のためのプランを現場教員と共有し，その有効性を議論

する場を設けた。これにより，院生が自ら問題意識を持

って教育課題に取り組むための体制を整えた。 
 

資料院３－２ 「コア・カリキュラムの成果の公開・評

価とコアカリ運営委員会の位置づけ」 

 
(出典：「平成 19年度専門職大学院等教育推進 

    プログラム」申請資料」） 

資料院３－１ 

「教育実践フィールド研究の課題例(抜粋)」 

(出典：「教育実践フィールド研究報告書」)




